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(1)(1) 国民生活に不可欠なサービス国民生活に不可欠なサービスであるという特性（であるという特性（essentiality)essentiality)

(2)(2) 誰もが利用可能な料金で利用できる誰もが利用可能な料金で利用できるという特性（という特性（affordabilityaffordability））

(3)(3) 地域間格差なくどこでも利用可能地域間格差なくどこでも利用可能であるという特性（であるという特性（availabilityavailability））

ユニバーサルサービスの基本的要件ユニバーサルサービスの基本的要件

ユニバーサルサービスの概念と範囲

基礎的電気通信役務（国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における提供が確保されるべきものとして総務

省令で定める電気通信役務をいう。以下同じ。）を提供する電気通信事業者は、その適切、公平かつ安定的な提供に

努めなければならない。

基礎的電気通信役務（国民生活に不可欠国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における提供が確保されるべきものあまねく日本全国における提供が確保されるべきものとして総務

省令で定める電気通信役務をいう。以下同じ。）を提供する電気通信事業者は、その適切、公平かつ安定的な提供適切、公平かつ安定的な提供に

努めなければならない。

基礎的電気通信役務の提供（電気通信事業法第７条）基礎的電気通信役務の提供（電気通信事業法第７条）

ユニバーサルサービスの範囲ユニバーサルサービスの範囲

（１）（１）加入者電話サービス加入者電話サービス

（２）（２）公衆電話サービス公衆電話サービス

（３）（３）緊急通話サービス緊急通話サービス ((警察１１０番、消防１１９番、海上保安庁１１８番警察１１０番、消防１１９番、海上保安庁１１８番))
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【従来の状況】

不採算地域不採算地域
（（赤字赤字））

採算地域採算地域
（（黒字黒字））

内部相互補助

【最近の状況】

不採算地域不採算地域
（（赤字赤字）） 採算地域採算地域

（（黒字黒字））

内部相互補助だけでは
維持できない状況

ＮＴＴ東西だけでコスト
を負担するのは困難

ＮＴＴ東西だけでコスト
を負担するのは困難

ＮＴＴ東西のＮＴＴ東西の
ユニバーサルサービスの提供ユニバーサルサービスの提供

に係る収支は赤字化に係る収支は赤字化

ＮＴＴ東ＮＴＴ東 ▲２９４億円▲２９４億円
ＮＴＴ西ＮＴＴ西 ▲２２４億円▲２２４億円

（平成１７年度）（平成１７年度）

ユニバーサルサービス制度（ユニバーサルサービス制度（※※））
により、により、

他の電気通信事業者も他の電気通信事業者も
あまねく電話の維持コストのあまねく電話の維持コストの

一部を負担一部を負担

ＮＴＴ東西
他の電気通信事業者

ＮＴＴ東西を通じて
全国通話を確保

全国あまねく電話全国あまねく電話
（※）本制度は電気通信事業法の改正により整備

（平成１４年６月施行）

電気通信事業法

第107条 支援機関は、次に掲げる業務を行うものとする。

一…… 基礎的電気通信役務の提供に要する費用の額が…… 基礎的電気通信役務の提供によ
り生ずる収益の額を上回ると見込まれる場合において、当該上回る額の費用の一部に充てるため
の交付金を交付すること。

二 （略）

都市部では競争が進展し、
採算地域の黒字幅が縮小

・加入電話の減少・加入電話の減少
（（H16H16度末度末 5,0325,032万契約万契約 →→ H17H17度末度末 4,6914,691万契約）万契約）

・他方、携帯電話やブロード・他方、携帯電話やブロード
バンド加入者の増加バンド加入者の増加

ユニバーサルサービスを提供

ユニバーサルサービス制度の発動の考え方



3

適格電気通信事業者のユニバーサルサービス提供設備と接続等により受益している他の電
気通信事業者も応分のコスト負担を行う仕組み。＝電気通信事業者同士で負担する制度

適格電気通信事業者のユニバーサルサービス提供設備と接続等により受益している他の電
気通信事業者も応分のコスト負担を行う仕組み。＝電気通信事業者同士で負担する制度

ユニバーサルサービス制度の仕組み

■ 交付金・負担金の額の算定
■ 交付・徴収の実施

適格電気通信事業者
（NTT東・西）

総務大臣

基礎的電気通信役務
支援機関

（（社）電気通信事業者協会）

負担事業者

適格電気通信事業者と接続
等している事業者(※1)②資料届出

⑦交付金の交付

⑤負担金通知

⑥負担金納付(※2)

④認可

①ユニバーサルサービスの
提供に係る補てん対象
額の基礎データ

③交付金額等
認可申請

携帯電話事業者

ＩＰ電話事業者

固定電話事業者

（※１） 前年度の事業収益が10億円超

平成19年8月末時点では５３社

（※２） 電気通信番号数に応じて負担
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ベンチマーク方式ベンチマーク方式ベンチマーク方式

・上位４．９％高コスト回線に係る原価と全国平均費用＋αの差額による算定方法へ見直し

加入電話の補てん対象額算定の仕組み

見 直 し 前

高コスト地域

全国区平均費用＋α

（加入数分布）

4.9%

全国平均費用

現行方式現行方式

一
回
線
当
り
コ
ス
ト
水
準

収容局別コスト

低コスト地域

補てん対象地域

見 直 し 後

※ α：標準偏差の２倍

全国区平均費用＋α

4.9%

全国平均費用

現行方式現行方式

見直し後見直し後全国平均費用＋α

一
回
線
当
り
コ
ス
ト
水
準

（加入数分布）

補てん対象地域
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２ ユニバーサルサービスの検討の時間軸

➢ フェーズ1：2010年代初頭まで（PSTNとIP網の併存期）

➢ フェーズ2：2010年代初頭以降（フルIP化に向かう時期、フルIP化完了時期）

３ ユニバーサルサービスの範囲

➢ フェーズ１

１ ユニバーサルサービス見直しの背景

➢ ネットワークのＩＰ網への移行

➢ ネットワークとサービスの分離の可能性

➢ ブロードバンド化やIP化に伴う市場の統合化の進展

ユニバーサルサービス制度の将来像の検討

人口カバー率が100%でない(99.7%)、固定電話の補完的位置付けとの評価

等
携帯電話

誰もが利用できる環境下で、その利用が相当進んだ後検討ブロードバンドサービス

通話品質、安全信頼性、料金水準等に課題050IP電話

加入電話と同等性を有するが、安全・信頼性、料金水準等に課題0ABJ IP電話

固定電話が
ユニバーサ
ルサービス

➢ フェーズ２

ユニバーサルアクセス

・サービスの種類にかかわりなく、ブロードバンドアクセス網を経由し、一定の要件を満たすサービスが利用可能な状況を確保
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ユニバーサルサービス制度に関する周知広報 （参考）

○ 利用者等への周知・広報のため地方説明会を実施

「地方説明会」開催日程（予定）

那覇市内 （調整中）１１月２７日（火） 午後 （調整中）沖縄

サットンプレイスホテル博多１１月２９日（木） １４：００～１５：３０九州

ピュアフル松本（勤労会館）１２月１２日（水） １４：００～１５：３０四国

鯉城会館１１月２０日（火） １４：００～１５：００中国

近畿総合通信局１１月１３日（火） １５：００～１６：００近畿

東海総合通信局１２月１８日（火） １３：３０～１５：００東海

北陸総合通信局１２月１０日（月） １４：００～北陸

ホテルモンターニュ松本１１月２９日（木） １３：００～１５：３０信越

関東総合通信局１２月１３日（木） 午後 （調整中）関東

東北総合通信局１２月２０日（木） 午後 （調整中）東北

北海道総合通信局１２月 ７日（金） １４：００～１５：００北海道

場 所日 時局 名

○ 各総合通信局単位で開催

※ 各地方総合通信局において報道発表等により広く一般に周知 （予定）


